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情報通信審議会議事規則第５条及び接続に関する議事手続規則第２条の規定により、平成

１５年９月１６日付け情審通第１１２号で公告された接続約款の変更案に関し、別紙の通

り意見を提出します。  

 

 

 



別紙 

ソフトバンクＢＢ株式会社 

 

 

西日本電信電話株式会社の第一種指定電気通信設備に関する 
接続約款の変更案に対する意見 

－ 加入者系光ファイバ概算納期情報開示システムの導入に係る手続費の設定 － 
 
 

（１） 本申請は、既に本年 3 月に認可された接続約款の変更のうちＮＴＴ東日本のみ導入 
し、先行実施しているものを、時期をずらせてＮＴＴ西日本も実施しようとするも

のである。経過措置を置いたために実施時期がずれただけであり、先行するＮＴＴ

東日本が開始した 3 月の時点において、ＮＴＴ東日本と同様の内容で実施すること

は予定されていたものである。従って、その時点でＮＴＴ東西は、システムを共同

開発する、あるいはどちらか 1 社が開発したシステムを他方も使用するといった経

済化を図ったであろうと考えられる。 
しかし、接続料算定において、ＮＴＴ東日本のソフトウェア開発費は２８，６８０

千円（3 月認可時）であるのに対して、ＮＴＴ西日本のそれは２３，６７５千円であ

り、どのようにシステム開発の経済化を図ったのかが不明であり、明確にすべきで

ある。 
 
（２） 接続事業者にとって、加入者系光ファイバの開通期間を如何に短縮するかは重要な

事業運営上の要素の一つである。そのため、開通期間そのものについて、ＮＴＴ東

西と他事業者の間で公平性が確保されることが必要である。電気通信事業法におい

ても、第一種指定電気通信設備に接続する場合の接続の条件が、自己の電気通信設

備を接続することとした場合の条件に比して不利なものとしてはならない旨を明確

に規定している。従って、公平性が確保されているかどうか客観的に評価できるよ

う、ＮＴＴ東西が定期的にＮＴＴ東西と接続事業者双方の開通期間を公表するルー

ルを作り運用するべきである。 


